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文科省の政策立案現場から考える
URAとのネットワークの必要性

斉藤 卓也

徳島大学 副学長
（前 文部科学省 基礎研究推進室長）



○ 経済・社会の変化に適切に対応し、社会的問題を解決するための科学技術
イノベーションへの期待の高まり。

客観的根拠（エビデンス）に基づき、合理的なプロセスによる政策の形成が
必要。

○ 科学技術とイノベーションの関係やそのプロセスに対する理解を深め、科学
技術イノベーション政策の経済・社会への影響を可視化。
その結果を、政策形成の実践の場で適用し、政策決定における透明性を確保

することで、国民への説明責任を果たすことが必要。

○ 客観的根拠とそれに基づく政策形成の成果を社会の共有資産として活用。
それが、国民の政策形成への参加の基盤となる。

客観的根拠に基づく政策形成を目指して、
「科学技術イノベーション政策のための科学」の構築が必要。

経済・社会等の状況、社会における課題、その解決に必要な
科学技術の現状と可能性等を多面的な視点から把握・分析。

第４期科学技術基本計画でも「科学技術イノベーション政策のための科学」の重要性を明記。

科学技術政策における「政策のための科学」の意義と目的
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（目的）
第５期科学技術基本計画に記載の客観的根拠に基づく政策を推進するため、科学技術とイノベーションの関係やそのプロセスに対する
理解を深め、科学技術イノベーション政策（STI政策）の経済・社会への影響を可視化し、政策形成の実践の場で適用するとともに、
成果を社会の共有資産として活用

（主な取組状況・成果）

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進

基盤的研究・人材育成拠点の形成

九州大学
拠点長：永田 晃也

一橋大学
拠点長：青島 矢一

東京大学
拠点長：城山 英明

【総合拠点（1拠点）】政策研究大学院大学
拠点長：大山 達雄

大阪大学・京都大学
拠点長：小林 傳司

【SciREXセンター】政策研究大学院大学
センター長：白石 隆

大学院を中核とした国際的水準の拠点の構築を通じ、研究及び科学技術イノベー
ション政策をエビデンスに基づき科学的に進めるための人材育成を推進。

データ・情報基盤の構築

科学技術・学術政策
研究所

政策形成や調査・分析・研究に活用しうる
データ及び情報を体系的・継続的に蓄積

（事業の概要）

公募型研究開発プログラム

社会技術研究開発
センター

政策の形成に将来的に寄与しうる成果
創出を目指し指標開発等を公募型研究開発
プログラムにより推進

【領域開拓拠点（4拠点5大学）】

※各拠点の連携・協働の下、中核的拠点機能を整備

科学技術外交の戦略的推進

科学技術への外交の活用の必要性
を発信。外務省で「科学技術外交の
あり方に関する有識者懇談会」が開
催され、科学技術顧問の設置につな
がる。 「科学技術外交のあり方に関する有識者懇談会」

報告書を岸田外務大臣へ提出（2015年5月8日）

科学技術基本計画等政策形成
の基礎となるエビデンスの提供

公的研究開発投資の経済成長への寄与
-ＴＦＰ成長率の要因分析
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その他要因の寄与

公的R&Dスピルオーバー

の寄与
企業間R&Dスピルオー

バーの寄与
自社R&Dの寄与

政府の資金助成と民間企業の研
究開発・イノベーションに関する
分析、 STI政策を定量的に評価
できる経済モデル手法の開発等
を行い、基本計画、科学技術白
書執筆等の基礎となるエビデン
スを提供。

資料：科学技術・学術政策研究所
Discussion Paper No.93より

H27年版科学技術白書 第3節

「経済成長への科学技術の貢献」
にて研究成果を活用

平成２９年度予算額 ：597百万円
(平成２８年度予算額 ：628百万円)
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文部科学省のあるべき姿
（ビジョン、戦略）

フォアキャスト

現 状

今やるべきこと

現状問題点Aを解決する

現状問題点Bを解決する

どこに向かうのかわからない

分析・検討バックキャスト

文科省は

組織の中には、誇りを

組織の外からは、憧れを

未来の理想の姿から遡って、

今からやるべき道筋を定める
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文科省に「対話型政策形成室」？
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対話型政策形成室の運用イメージ

対話型政策形成室

担当
職員

関係
職員

NPO

企業

【事務局の機能】
① 効果的・効率的に対話による質の高いアウトプット創出ができる会
議運営のコンサルティング

② 省内外の関係者と政策対話するワークショップの実施支援

③ 既存の関係者にとどまらない有識者・アドバイザー等の発掘・紹介

事業設計を
関係者と効率
的に進めたい

期待される効果

• 職員の政策的知識
獲得の加速

• 戦略的な人的ネッ
トワークの構築

• 施策・事業の質の
向上

人的ネットワーク
の広がりがほしい 関係

職員

肩肘張らずに議
論できるスペース

がほしい

省内外の多様なステークホルダーが集まり対話

省内に散らばる
情報や知識を
有効に活かしたい

※ 省内庁舎16階に、専用の部屋を整備（省内部局に開放予定）
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フューチャー・センター・アライアンス・ジャパン（FCAJ）との連携
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フューチャー・センター・アライアンス・ジャパン（FCAJ）との連携
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事業結果に依存した
次期事業展開ができ
ないシステム

新規の研究申
請だけど、ある
程度の実績が
ないと応募で
きない

真にオリジナリ
ティあるものは
「萌芽タイプ」の
み。倍率が高い

既に実験
データが
あってある
程度成果
がみこめる
もので申請
書を記載

優れた提
案が出てこ
ない 採択

不採択に
なっても研
究者への
フィードバッ
ク無し

拠点やネット
ワーク事業
の場合、高
度なマネジメ
ントが必要

事務職員に
任せられず
教員がマネ
ジメントする
しかない

結局、採択時にパワーを使い、実際の研究は惰性で進行

事業の達成
目標、検証指
標が不明確

中間や最終
評価の軸は
主に論文や
特許、シンポ
ジウムの「数」

ホームラン論
文ではなくバン
トヒット論文を
量産

研究資金の執
行が主要ミッ
ションに

別に研究資
金はそれほ
ど必要がな
いが、獲得
資金＝研究
能力の評価
傾向が強い

ちょっと多め
の研究資金
で申請

研究推進と予算消
費を兼ねてポスドク
を雇用

間接経費（一般
経費）が減少傾
向。事務のモチ
ベーションは激
減

研究の質
低下：
高注目度
論文の減
少問題

プロジェクトの
評価軸がアウ
トプットだけで、
マネジメントの
評価は無い

教員のマネジメン
トスキルは特に向
上しない…

教員も本来は
研究者であ
り、マネジメント
は苦手だしや
りたくない

大学本部にはマ
ネジメントに使え
る金がない

大学におけ
るガバナン
スの低下
問題

それなのに、獲得資金が多いプロジェクトを担当したと
いうだけで、審議会委員になる場合も・・・

重要度や使用頻
度の低い装置を
購入するなど

膨大な資料作
製による研究
時間の減少

現状では、URAが
認知され信頼さ
れていない

研究プロ
ジェクトの
評価問題

事後評価結果が
良くても、別に次に
反映されるわけで
もない

モディファイ論文では、真
の科技イノベにはつながり
にくい

リンク

研究費の無駄
遣いや不正使
用の問題

プロジェクトが終わればまた競金
を取らないといけない

いわゆるポス
ドク問題

個別の研究者に資
金が集中する理由
の一つ

科学技術政策の全プロセスにおける様々な課題の相互関係表現シナリオ

国際化の遅れ
アジアのハブ化
になれていない

意思決定に統計
的データや、それ
に基づく科学的な
エビデンスがない
ので経験や勘など
に頼る決定

全体的な戦略や
その実施体制が
不在

①社会の課題
解決につなが
る事業が行わ
れていない

科技計画など大きなもの
はあるが、そこから行動
規範となる「コア価値」は
なかなかみいだせない

各課が局所最適
のみでバラバラ
に予算要求

②投資効果が
低い事業が立
案される

普段の業務が縦割りの
ため、俯瞰的な視点が
欠如

縦割り組織の
為に、分野横
断の事業が生
まれにくい

運営費交付金の
減少も要因

課題解決にむけた
ボトルネックが考慮
されていない

解決すべき問題はすべて複合
的（このツリーのように・・・）

個人の経験のみによるコメントの為に（エビデンスレ
ス）、残念な研究プロジェクトを作ってしまう・・・

戦略不在の研究事業立案の問題

国際化が主目的の事業なら
それを頑張るが、特になけ
れば、イージーな国内での
共同研究に流れがち

国際的共同研究のほうが国内での
評価が高いわけではない

成果が新産
業や雇用に
結びついて
いない問題

事業開始
（特に競争
的資金）

世代間の
格差問題

大学は評価を乗
り切るだけの力で
事業実施

これは、「いくらがんばっても
事業継続がない」ということ
で、大学にとっても極めて不
幸な事実

融合研究の
衰退問題

成果が新産
業や雇用に
結びついて
いない問題

活きた戦略
不在の問題

日常的業務圧迫による
近視眼的状況の問題

審議会
プロセス

行政職員の
評価軸問題

リンク

立案はする
が、それをやり
遂げられない
システム

責任体制の
不明確問題

現場に行くこ
とも研究者と
会う機会も減
少の一途

現場感覚と乖離し
た事業が産まれて
しまう・・・

「資金獲得」が第一優先の行
動規範になっていて、事業マ
ネジメントが重視されない
一般市場では少ないインプットで大きいア
ウトプットしたほうが優秀なのに、役所では
その逆。そして、大学もまた同じ傾向。

ポスドク対策はある程度やってい
るともいえるが、一方でポスドクを
どんどん増やす事業もあり、事業
間の整合性がない。

アウトプットに関する
評価軸、効果的な
政策評価がない

③状況が変
わっても、検証
されず進む

政策

エビデンスと
それを用いる
意識の欠如の
問題

マーケットや社会のニーズが評
価基準として重視されていない

投資効果が
高い事業に
集中投資で
きない

無駄な仕事が
多く、業務が非
効率で日常の
雑務に忙殺

企業との連携協
力などが評価さ
れない

リスクを取って挑戦す
る人が評価されない
（独法でも同様）

リスクを取らな
い仕組みによる
閉塞感

細かい予算
制度が乱立 合理的でな

い政策立案

リンク

リンク

リンク

研究エフォー
ト減少の問題

大学の側から事
業が改善される
ことは無い（提案
がない）

申請書作成に
膨大な労力

安い機器の情
報や機器の共
有に関する枠組
みがない

不採択

リンク

リンク

（参考２）
20120426
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政策の悪循環（イメージ）
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社会科学技術

科学技術と社会（大学研究者のイメージ？）

企業

大学

独法

ﾏｽｺﾐ

政治家

財務省

文科省

経産省

国民
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社会科学技術

科学技術と社会（文科省、社会のイメージ？）

企業

大学

独法

ﾏｽｺﾐ

政治家

財務省

文科省

経産省

国民
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リサーチ・アドミニストレーターの業務内容 （URAスキル標準 VER.1より）

（１）研究戦略推進支援業務

①政策情報等の調査分析、②研究力の調査分析、③研究戦略策定

（２）プレアワード業務

①研究プロジェクト企画立案支援、②外部資金情報収集、③研究プロジェクト企画

のための内部折衝活動、④研究プロジェクト実施のための対外折衝・調整、⑤申

請資料作成支援

（３）ポストアワード業務

①研究プロジェクト実施のための対外折衝・調整、② プロジェクトの進捗管理、③

プロジェクトの予算管理、④ プロジェクト評価対応関連、⑤報告書作成

（４）関連専門業務

①教育プロジェクト支援、②国際連携支援、③産学連携支援、④知財関連、⑤

研究機関としての発信力強化推進、⑥研究広報関連、⑦ イベント開催関連、⑧安

全管理関連、⑨倫理・コンプライアンス関連
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ありがとうございました。


